
金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律（抜粋） 

（経営健全化計画の履行を確保するための措置等）  

第二十条  内閣総理大臣は、金融機関等が第三条第二項各号の規定に違反して資産

の査定等を行った場合には、銀行法その他これに類する法令の定めるところにより、

業務の一部の停止その他の監督上必要な措置を命ずることができる。 

２  内閣総理大臣は、協定銀行が取得株式等又は取得貸付債権の全部につきその処

分をし、又はその返済を受けるまでの間、当該取得株式等又は取得貸付債権に係る

金融機関等に対し、第五条第一項の規定により提出を受けた計画の履行を確保する

ため、銀行法その他これに類する法令の定めるところにより、業務の一部の停止その

他の監督上必要な措置を命ずることができる。 

 

 

銀行法（抜粋） 

（業務の停止等）  

第二十六条  内閣総理大臣は、銀行の業務若しくは財産又は銀行及びその子会社等

の財産の状況に照らして、当該銀行の業務の健全かつ適切な運営を確保するため必

要があると認めるときは、当該銀行に対し、措置を講ずべき事項及び期限を示して、

当該銀行の経営の健全性を確保するための改善計画の提出を求め、若しくは提出さ

れた改善計画の変更を命じ、又はその必要の限度において、期限を付して当該銀行

の業務の全部若しくは一部の停止を命じ、若しくは当該銀行の財産の供託その他監

督上必要な措置を命ずることができる。 

２   前項の規定による命令（改善計画の提出を求めることを含む。）であつて、銀行又

は銀行及びその子会社等の自己資本の充実の状況によつて必要があると認めるとき

にするものは、内閣府令・財務省令で定める銀行又は銀行及びその子会社等の自己

資本の充実の状況に係る区分に応じ、それぞれ内閣府令・財務省令で定めるもので

なければならない。  


